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本書における条例等については、次表に掲げる略称を使用しています。 

略号 条例等名称 

条例 京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例 

規則 京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則 

 

また、本書における各種様式の表記については、次表のとおりです。 

表記 内容 

第〇号様式 本書により定める各種様式 

規則第〇号様式 規則により定める各種様式 



１ 

第１章 概 要 

 

１ 京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例 

「京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例」は、建設発生土等の

土砂等による土地の不適正な埋立て等に対する抑止力を高め、生活環境の保全を図

るための措置を講じることを目的とするものです。 
この条例では、土地の埋立て等に供される土砂等が土壌の汚染を防止するために

満たすべき環境上の基準（埋立基準）等を定めており、埋立基準に適合しない土砂

等による土地の埋立て等を一律に禁止するとともに、一定規模以上の土地の埋立て

等について、事前に許可を要するなどのルールを定めています。 
 

２ 用語の定義 

⑴  土砂等（条例第２条第１項） 

「土砂等」とは、土砂及び土砂に混入し、又は付着した物をいいます。 
※ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）第２

条第１項の廃棄物は除きます。 

 
⑵  土地の埋立て等（条例第２条第２項） 

「土地の埋立て等」とは、土地の埋立て（周辺地盤より低い土地に土砂等を投

入する行為）、盛土（周辺地盤面より高く土砂等を盛る行為）、その他土地への土

砂等の堆積（製品の製造又は加工のための原材料の堆積を除く。）又は土地におけ

る容器を用いた土砂等の保管（試験研究のために行うものを除く。）をいいます。 

 
⑶  埋立基準（条例第８条） 

「埋立基準」とは、土地の埋立て等に供される土砂等が土壌の汚染を防止する

ために満たすべき環境上の基準をいいます（１９～２２ページ参照）。 

 

３ 対象区域 

京都市域全域が規制の対象です。 
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４ 許可を要する土地の埋立て等（条例第１０条第１項、規則第５条～第７条） 

３，０００平方メートル以上の土地の埋立て等を行おうとする者については、事

前に許可を受けなければなりません。許可申請等の相談・受付は、環境政策局環境

企画部環境保全創造課で行います。 

なお、次の場合は許可を受ける必要はありません。ただし、（１）～（３）を除き、埋

立基準は適用されますのでご注意ください。 

 

（１） 土地の造成その他これに類する行為を行う土地の区域内において行う土

地の埋立て等であって、当該区域内において発生した土砂等のみを用いて

行われるもの 

（２） 廃棄物処理法に基づく許可を受けた廃棄物の最終処分場において行う土

地の埋立て等 

（３） 土壌汚染対策法第 16 条第１項の規定による届出をした者が行う当該届出

に係る工事に伴う土地の埋立て及び同法に基づく許可を受けた者が設置す

る汚染土壌処理施設において行う土地の埋立て等 

（４） 国、地方公共団体、その他規則で定める者※が行う土地の埋立て等 

（５） 廃棄物処理法の規定により産業廃棄物を処分することにより再生した土

砂等を販売し、又は自ら利用するために一時的に行う土砂等の堆積 

（６） 採石法又は砂利採取法に基づき認可を受けて採取された土砂等を販売す

るために一時的に行う土砂等の堆積 

（７） 運動場、駐車場その他の施設の本来の機能を保全する目的で通常の管理

行為として行う土地の埋立て等 

（８） 非常災害のために必要な応急措置として行う土地の埋立て等 

 

※  規則で定める者 

・西日本高速道路株式会社 ・阪神高速道路株式会社 

・日本下水道事業団 ・土地改良区 ・土地改良区連合 

・土地区画整理組合 ・地方住宅供給公社 ・地方道路公社 

・土地開発公社 ・独立行政法人 ・国立大学法人 ・地方独立行政法人 

・上記のほか、国又は地方公共団体がその資本金、基本金その他これらに準

じるものを出資している法人であって、土地の埋立て等について、国又は

地方公共団体と同等以上の生活環境の保全及び災害の防止の確保ができ

るものとして市長が認める者 
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≪許可要否判断フロー図≫ 

 

  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地の埋立て等の面積が３，０００㎡（※）未満ですか。 
※ 一体とみなされるものは合計の面積で判断します。（注） 

※ 土地の造成で、切土・盛土とも行う場合は、盛土部分のみが対象となります。 

はい 

許可不要

いいえ 

廃棄物処理法又は土壌汚染対策法に係る以下の行為ですか。 
①  廃棄物処理法の許可を受けた最終処分場において行う土地の埋立て等 

②  土壌汚染対策法第 16 条第１項の規定による届出をした者が行う当該届出

に係る工事に伴う土地の埋立て及び同法の許可を受けた者が設置する汚染

土壌処理施設において行う土地の埋立て等 

③  廃棄物処理法に基づき産業廃棄物を処分することにより再生した土砂等

土地の埋立て等を行おうとする者が、次に該当しますか。 
国、地方公共団体、西日本高速道路㈱、阪神高速道路㈱、日本下水道事業団、

土地改良区、土地改良区連合、土地区画整理組合、地方住宅供給公社、地方道路

公社、土地開発公社、独立行政法人、国立大学法人、地方独立行政法人 

運動場、駐車場、農地等の維持管理行為（※）ですか。 
※ 運動場にマサ土を入れる、駐車場に砂利を敷くなどの行為 

（運動場、駐車場、農地等の嵩上げを行う場合は維持管理行為に該当しません。） 

許可が必要です 

※  その他、採石法又は砂利採取法の認可を受けて採取された土砂等を販売するために一時的

に行う土砂等の堆積、非常災害の応急措置として行う土地の埋立て等についても対象外とな

ります。 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

許可不要

はい 

許可不要

はい 

許可不要

土地の造成等で、その区域内において区域内の土砂等のみを用いて行

うものですか。 

はい 

許可不要

いいえ 

（注） 当初は 3、000 平方メートル未満で行っていた土地の埋立て等を 3，000 平方メートル以上

に拡大するような場合や、隣接地で土地の埋立て等を行う場合は、前後の行為の時間的、場

所的近接関係、行為者の同一性、行為の内容等から前後の行為が社会通念上、一体とみなさ

れる場合には、一体の行為として許可等の手続を行うこととなります。 

    なお、同一性が認められる行為者の範囲には、同居している親族、役員、従業員、グルー

プ企業、関連会社その他密接な人的関係又は資本的関係を有する者を含み、その他密接な人

的関係又は資本的関係を有する者としては、隣接地又は準ずる土地において土地の埋立て等

を行う者が同一の組み合わせで過去複数回にわたって土地の埋立て等をくりかえしている

場合等が該当します。 
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第２章 許 可 申 請 の 流 れ 

 

⑴ 事前手続の概要（フロー図）                     

 

                                                 注           ：事業者が行うもの 

 

                                                               ：許可権者が行うもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審  査 
 

重要事項整理 
 

計画概要申出 
 

事前協議書提出 
 

※ 

（許可手続へ） 
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 ⑵ 許可手続等の概要（フロー図） 

 

（事前手続） 

※ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※１ 許可申請までに周辺住民への周知を行い、その結果について許可申請書に記載して

ください（他法令等の許認可等に当たって周知済みの場合は、改めての周知は不要で

す。）。 

※２  展開検査は搬入車両１台ごとに行い、検査の結果を３箇月の期間ごとに取りまとめ

のうえ、当該期間経過後１箇月以内に報告してください。 

土壌調査は３箇月の期間ごとに行い、その結果について、当該期間経過後１箇月以内

に報告してください。 

            土壌調査の実施に当たっては、環境計量証明事業者への依頼が必要です。 

許可申請手数料の納入 

審  査 

許  可 

土地の埋立て等着手（着手届出） 

展開検査・土壌調査報告※２ 

土地の埋立て等完了（完了届出） 

完了検査 

適  合 

確認結果通知 

許可申請※１ 

不 適 合 

手直し工事等 



 ６ 

１ 許可申請を行う者 

・ 土地の埋立て等を行おうとする者が、許可申請を行います。 

（例）宅地造成を行う開発者、残土処分場を経営する者等 

・ 請負工事により土地の埋立て等を行う場合は、発注者が土地の埋立て等を行う

者に該当します。 

 
許可申請手続は、環境政策局環境企画部環境保全創造課（市役所本庁舎１階）に

て受け付けます。また、許可手続に当たっては、事前協議制としています。 

 

２ 事前協議書の提出 

（１） 事前協議書の内容について 

事前協議書（第１６号様式）に次に掲げる事項（ ～⑪）を記入のうえ、別表

１（Ｐ１５参照）に示す添付書類を併せて、別表２（Ｐ１６参照）に示すとじ方

で提出してください。協議書類は、フラットファイル又はファイルケース等で製

本し、添付書類にはインデックス等を用いて別表２に記載の番号（1～18）で見

出しを付けることとします。１つの図面に２つ以上の内容を記載する場合には、

図面タイトル等にその旨を明記してください。 

事前協議書の必要部数はその都度、指示します。 

➀ 氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者名、記名又は署名及び主た

る事務所の所在地） 

➁ 土地の埋立て等の目的 

➂ 埋立て等区域の位置 

  ➃ 埋立て等区域の面積 

  ➄ 土地の埋立て等を行う期間 

  ➅ 土地の埋立て等に用いる土砂等を発生させる者 

➆ 土地の埋立て等に用いる土砂等の発生の場所 

 ➇ 土地の埋立て等に用いる土砂等の数量 

  ➈ 埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画（環境保全計画） 

  ➉ 施工管理者の氏名及び連絡先 

    周辺の住民への周知の方法 

 

（２） 事前協議書の作成について 

   計画者欄（許可申請書においては申請者欄）は、土地の埋立て等を行う者

（土地の埋立て等許可申請を行う者）を記載し、計画者（申請者）が記名又は

署名する。代理人が申請業務を代行する場合は、委任状に委任事項を明記のう

え、計画者（申請者）が署名又は実印を押印のうえ、印鑑登録証明書を添付す

る。計画者（申請者）が法人の場合は、印鑑証明書及び法人の登記事項証明書

（履歴事項証明）を添付する。ただし、原本と照合できる場合のみ、複写を提

出することができる。 
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  土地の埋立て等の目的欄は、埋立て、盛土、堆積の別を記載するとともに、

どのような目的で埋立て等を行うのか簡潔に記載する。 

   埋立て等区域の位置及び面積欄は、位置については、埋立て等区域の地

番を全て記載する、又は、代表地番及びほか○○筆と記載し、別紙で地番の

一覧を記載する。面積については、実測による面積を記載する。 

なお、構造物の築造等のために一時的に掘削し従前の地形に復元する区域

も埋立て等区域に含めること。 

  土地の埋立て等を行う期間欄は、土砂等の搬入計画などから土地の埋立て

等を行う期間を記載する。当該期間は、具体的に発生する土砂等の数量及び

土地の埋立て等に必要となる土砂等の数量を見込んで記載する。 

   土地の埋立て等に用いる土砂等を発生させる者及び発生の場所欄は、土 

地の埋立て等に用いる土砂等の発生元事業者名及び当該土砂等の発生場所の

地番全てを記載することを原則とする。当該土砂等の発生元が複数あり欄内

に収まらない場合は、別紙で一覧を添付する。 

  土地の埋立て等に用いる土砂等の数量欄は、予定数量計算書による量を記

載する。（各土砂等の発生の場所からの予定量の合計に概ね一致すること。） 

  埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画欄は、手引の記

載例を参考に、規則第９条第１項各号に規定する各基準について、具体的に

記載する。 

  施工管理者（生活環境の保全のために必要な施工上の管理者）の氏名及び

連絡先欄は、土地の埋立て等を施工するために必要な権限を持った者で、埋

立て等の工事施工中に現場に常駐できる者を記載する。 

  周辺の住民への周知の方法欄は、埋立て等区域に近接する集落等の住民に対

し、土地の埋立て等の計画（土地の埋立て等を行おうとする者の氏名（法人に

あっては、名称及び代表者の氏名）、土地の埋立て等の目的、埋立て等区域の位

置、埋立て等区域の面積、土地の埋立て等を行う期間）、環境保全計画、土砂

等の発生元等を周知する方法を記載するとともに、周知した資料又は結果を記

載した資料を添付する。（事前協議書には予定している周知の方法を記載して

も差し支えないが、その場合は、許可申請書に周知した資料又はその結果を記

載した書類を添付すること。） 

 

（３） 添付書類の作成について（Ｐ１５別表１参照） 

  申請等に必要な添付書類は、以下のとおり。ただし、他法令の申請等に必要な

書類として作成したものであって、以下の内容が記載されている書類があれば、

新たに作成する必要はなく、条例に基づく添付書類とすることができる。 

1 埋立て等区域の位置図 

・ 縮尺１／25,000～１／10,000 程度で、道路等の交通網、河川等の水系、地形

及び集落等周辺の状況が判別できるもの及び縮尺１／2,000 程度で、埋立て等

区域に近接する集落の住居の立地状況等周辺状況が判別できるものを添付す

る。 
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2 申請者の印鑑登録証明書（法人の場合は、印鑑証明書及び法人の登記事項証明

書) 

ア 発行日から３箇月以内の原本を添付する。ただし、原本と照合できる場合 

のみ、複写を提出することができる。 

イ 代理申請の場合は、委任状を提出する。 

3 埋立て等区域の土地の登記事項証明書 

ア 埋立て等区域の地番の全てについて添付する。また、隣接地の地番の要約

書が必要となる場合もあり、これについては別途、指示します。 

イ 発行日から３箇月以内の原本を添付する。ただし、原本と照合できる場合

のみ、複写を提出することができる。 

ウ 埋立て等区域の地番が二筆以上の土地にまたがる場合には、地権者名、地

番及び面積を記載した一覧を添付する。 

4 土地使用権原を証する書類 

申請者が埋立て等区域内の土地の所有権を有しない場合は、土地使用権原を

証する書類として、土地所有者の同意書、賃貸借契約書又は使用承諾書等を添

付する。 

なお、土地所有者の同意書を提出する場合は署名又は実印を押印のうえ、印

鑑登録証明書を添付する。土地所有者が法人の場合は、印鑑証明書及び法人の

登記事項証明書（履歴事項証明）を添付する。ただし、原本と照合できる場合

のみ、複写を提出することができる。 

5 不動産登記法第１４条第１項に規定する地図又は同条第４項に規定する図面 

の写し 

ア 不動産登記法第１４条第１項に規定する地図がある場合は当該地図の写し

を添付する。当該地図は、登記所に備え付けることとされている地図であり、

精度の高い調査、測量の成果に基づいて作成されているが、備付けが完了して

いない地域があるため、その場合は、当該地図に代わって登記所に備え付ける

こととされている図面（いわゆる公図）の写しを添付する。ただし、原本と照

合できる場合のみ、複写を提出することができる。 

イ これら写し又はその複写については、埋立て等区域のものとし、地番、地目

及び面積を明示し、埋立て等区域は朱書きとする。また、謄写した法務局名、

作成年月日及び作成者名を記載する。隣接地を含む図面の写しが必要となる

場合もあり、これについては別途、指示します。 

6 土地の埋立て等に用いる土砂等搬入計画 

ア 第２号様式により作成する。 

イ 場内発生土を併用する場合及び一部の発生元事業者が未定の場合は、当該 

土量についても記載する。 

7 発生者が発行する土砂等の発生元を証する書類 

ア 第３号様式により作成する。 

イ 土砂等を発生させる事業の内容に応じて、当該土砂等が廃棄物処理法第２

条第１項に規定する廃棄物ではないこと等を証明できる者（事業者又は工事

施工者）が作成する。なお、工事施工者が土砂等を購入して埋立て等に用い
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る場合、原則、販売者が廃棄物ではないこと等を証明することとなるが、工

事施工者が販売者に代わって証明する場合は、事前に廃棄物指導課に相談す

ること。 

ウ 土砂等の発生者が署名又は実印を押印のうえ、印鑑登録証明書を添付する。

土砂等の発生者が法人の場合は、印鑑証明書及び法人の登記事項証明書（履

歴事項証明）を添付する。 

8 土砂等の発生から処分までの処理工程図 

・ 埋立て等に用いる土砂等について、その発生元から当該埋立て等区域に至る

流れがわかるよう、土砂等を発生させる建設工事の名称及び場所、その工事の

発注者及び元請事業者名、発生土砂等の運搬事業者名並びに埋立て等施工事

業者名等を明記した流れ図を作成する。 

9 埋立て等区域の現況図及び求積図 

ア 縮尺は、埋立て等区域の現況の形状が判別できるものとする。 

イ 求積図には、面積を求めた経過（計算式等）を簡単に記載する。 

10 埋立て等区域の計画平面図及び計画断面図 

・ 縮尺は、埋立て等の完了後の形状が判別できるものとする。 

11 土砂等の発生の場所に係る位置を示す図面、現況図及び求積図 

・ 「1 埋立て等区域の位置図」及び「9 埋立て等区域の現況図及び求積図」

に準じて作成する。 

12 土地の埋立て等に用いる土砂等の予定数量の計算書 

・ 土砂等の発生の場所（以下「発生場所」という。）について、埋立て等の計

画に基づき予定数量を計算した書類を添付する。 

13 土砂等の発生の場所において土壌調査の試料として土砂等を採取した地点の

位置を示す図面及び当該地点の写真（Ｐ５７～６２「土砂等の発生場所におい

ての土壌の調査に関する必要書類の作成に当たっての留意事項」参照） 

ア 試料とする土砂等の採取は、土砂等の発生の場所を３，０００平方メート 

ル以内の区域に等分し、等分した各区域の中央の地点及び当該中央の地点を

交点に直角に交わる２直線上の当該中央の地点から５メートル～１０メート

ルまでの４地点（当該地点がない場合にあっては、当該中央の地点を交点に

直角に交わる２直線上の当該中央の地点と当該区域の境界との中間の４地点）

の土壌について行い（Ｐ１８ 別図参照）、採取した土砂等を等量混合して１

試料（合計５地点分で１試料）とする。 

イ 位置図は採取場所が確認できる平面図とし、当該地点の写真の撮影方向を  

併せて明記する。 

ウ 土砂等の発生の場所において土壌汚染対策法第４条第１項の規定による届

出がされ、同条第３項の規定による調査命令が発出されない場合でも、条例

の土壌調査は省略できない。 

エ 調査を行う場合は、事前に環境保全創造課に相談すること。 
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14 試料ごとの土壌調査試料採取報告書（Ｐ５７～６２「土砂等の発生場所にお

いての土壌の調査に関する必要書類の作成に当たっての留意事項」参照） 

ア 第４号様式により、土砂等の発生元の事業者、工事施工者又は申請者等が

作成する。 

イ 採取深度は、試料を採取した地表からの深さをｃｍ単位で記載する。 

15 計量法に基づき登録された濃度に係る計量士が発行した土壌分析結果を証す

る書類（土壌分析結果証明書） 

ア 試料の計量は、１９～２２ページの表に定める方法により行う。 

イ 測定方法（複数の試料計量方法が認められている場合は、いずれの方法に

より計量したか）を明示したものを添付する。 

16 暴力団員等に該当しない旨の誓約書 

・ 第５号様式により作成する。 

17 他法令等に基づく許認可等を要するものである場合は、許認可等を受けたこ

とを証する書類等 

ア 埋立て等の施工にあたり、この条例以外の法令等による許認可等が必要な

場合には、当該許認可等の証書の写し及び平面図、断面図並びに環境保全創

造課が求める資料を添付する（手続中の場合には、受付印のある許可申請書

等の写し又は手続状況に係る申立書を添付し、許可証等の交付を受けた後、

速やかに当該写しを提出する。）。 

イ 他法令等に基づく許認可等が複数ある場合には、当該法令等及び当該許認

可等の名称、許認可等の所管主体並びに許認可等の年月日又は申請等手続中

の旨を記載した一覧を添付する。 

18 その他必要と認める書類 

・ 上記のほか、市長が必要と認める書類がある場合には添付する。 

 

３ 周辺住民への周知 

    住民説明会やビラの配布等により周辺住民に計画内容を周知してください。他

法令等の許認可等に当たって周知済みの場合は、改めての周知は不要です。 

 

４ 許可申請の手数料 

   許可申請をする際には次の許可申請手数料を納入してください。 

新規許可 変更許可 

２９，０００円 １７，０００円 

・ 環境政策局環境企画部環境保全創造課にて納入通知書をお渡ししますので、京

都市役所分庁舎１階の三菱ＵＦＪ銀行にてお支払いいただき（午後４時まで受

付）、納入通知書の領収書部分を同課にお見せください。 

・ 申請手数料は、不許可の場合や、取り下げをされた場合であっても返却できま

せんので、ご注意ください。 
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５ 許可申請書の提出 

  許可の審査を受けるには、許可申請書（第１号様式）に必要事項を記載し、添付

書類（事前協議時に提出し、修正等をしたもの）と併せて提出してください。必要

部数は別途、指示します。 

なお、提出書類のとじ方は、別表２（Ｐ１６）を参照してください。 

 

６ 許可取得後に必要な手続等 

許可取得後は、着手届及び完了届等の提出、展開検査等の報告並びに関係書類

の保存等が必要です。 
 

（１） 変更許可の申請 

次の事項を変更しようとする場合には、変更許可を申請すること。 

   変更許可の申請に当たっては、事前協議書（変更）（第１７号様式）及び添付

書類（別表１のとおり）を提出し（必要部数はその都度指示する。）、事前審査を

受けたうえで、変更許可申請書（第６号様式）を当該添付書類と併せて提出するこ

と。許可年月日及び許可番号は、当初に許可を得たものについて記入することとす

る。必要部数は別途、指示します。 

    なお、提出書類のとじ方は、別表２を参照すること。 

ア 土地の埋立て等の目的 

イ 埋立て等区域の面積 

ウ 土地の埋立て等を行う期間 

エ 土地の埋立て等に用いる土砂等を発生させる者 

オ 土地の埋立て等に用いる土砂等の発生の場所 

カ 土地の埋立て等に用いる土砂等の数量 

キ 埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画 
 

（２） 軽微な変更の届出 

次の事項を変更した場合には、その日から３０日以内に土地の埋立て等変更届

（第７号様式）を２部提出すること。法人の名称、代表者の氏名又は主たる事務

所の所在地の変更であるときは、法人の登記事項証明書を添付すること。 

ア 土地の埋立て等を行う期間（期間を短縮させるものに限る。） 

イ 土地の埋立て等に用いる土砂等の数量（数量を減少させるものに限る。） 

ウ 氏名（法人の場合は、名称又は代表者の氏名） 

エ 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

オ 施工管理者の氏名又は連絡先 

カ 周辺の住民への周知の方法 
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（３） 着手の届出 

土地の埋立て等に着手した日から１０日以内に、土地の埋立て等着手届（第８

号様式）を２部提出すること。 
 

（４） 土砂等の展開検査及びその報告 

搬入した土砂等を土地の埋立て等に供しようとするときは、搬入車両１台ごと

に土砂等を展開して、土壌の汚染のおそれがある物の混入又は付着がないことを

目視により検査すること（異常が認められる場合には、当該土砂等を土地の埋立

て等に供さないこと）。 

展開検査の結果を３箇月ごとに取りまとめ、当該期間経過後１箇月以内に、展

開検査報告書（第９号様式）に土地の埋立て等施工管理台帳（第１０号様式）の

写しを添えて２部提出すること。 
 

（５） 土壌の調査及びその報告 

土地の埋立て等に着手した日から完了又は廃止するまでの間、３箇月ごとに、

その間に土地の埋立等を行った区域の土壌の調査を行うこと。 

その結果について、当該期間経過後１箇月以内に、次の書類を添えて土壌調査

試料採取報告書（第４号様式）を２部提出すること。 

ア 調査に使用した土砂等を採取した地点の位置を示す図面及び当該地点の写真 

イ 採取した試料ごとの土壌分析結果証明書（計量法に基づき登録された濃度に

係る計量士が発行した土壌分析結果を証する書面（測定方法を明示したものに

限る。）） 
 

（６） 施工管理者の設置及び標識の掲示 

埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全のために必要な施工上の管理をつ

かさどる者（施工管理者）を置き、必要な施工上の管理をさせること。 

埋立て等区域又はその周辺の見やすい場所に、次の事項を記載した標識（規則

第１号様式）を掲示すること。 

なお、他法令に基づき設置及び掲示される場合、以下の事項を満たしていれば、

条例に基づき設置及び掲示したものとみなす。 

ア 許可を受けた年月日及び許可の番号 

イ 土地の埋立て等の目的※ 

ウ 土地の埋立て等を行う場所の所在地 

エ 土地の埋立て等の許可を受けた者の氏名、住所（法人の場合は、名称及び代

表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）及び連絡先※ 

オ 土地の埋立て等を行う期間※ 

カ 埋立て等区域の面積※ 

キ 施工管理者の氏名※ 

標識は、材質は風雨に十分耐えるものを使用し、大きさは横９０センチメー

トル以上、縦８０センチメートル以上とすること。 

※  変更の許可等があった場合にあっては、その変更後のもの 
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（７） 帳簿の記載 

埋立て等区域に土砂等を搬入する作業を行う日ごとに、土地の埋立て等施工管

理台帳（第１０号様式）に次の事項を記載して、帳簿を作成すること。 

ア 土地の埋立て等の許可を受けた者の氏名又は名称 

イ 許可を受けた年月日及び許可の番号 

ウ 作成者の氏名 

エ 搬入時刻 

オ 搬入車両の自動車登録番号又は車両番号 

カ 搬入者の氏名又は名称 

キ 運転者の氏名 

ク 搬入した土砂等の数量 

ケ 土砂等の積込み場所 

コ 展開検査の結果 

 

（８） 書類の備付け及び閲覧 

許可を受けた日から、完了（廃止）届出又は許可取消しの日から５年を経過す

る日まで、埋立て等区域内又は最寄りの事務所若しくは事業所に、次の書類を備

え置き、生活環境の保全に関し利害関係を有する者の求めがあるときは閲覧させ

ること。 

ア 許可申請書の写し 

イ 帳簿 

ウ 変更許可申請書の写し及び変更届の写し 

エ 着手届の写し 

オ 展開検査に係る報告書の写し 

カ 土壌調査に係る報告書の写し 
 

（９） 完了等の届出 

土地の埋立て等を完了、廃止、休止（２箇月以上）、又は休止した土地の埋立

て等を再開したときは、遅滞なく、次の届出を２部提出すること。 

ア 完了した場合 土地の埋立て等完了届（第１１号様式） 

イ 廃止した場合 土地の埋立て等廃止届（第１２号様式） 

ウ 休止した場合 土地の埋立て等休止届（第１３号様式） 

エ 再開した場合 土地の埋立て等再開届（第１４号様式） 

休止した場合の土壌調査及び展開検査の期間の考え方について、 

（ア） 通常の埋立てと同様、土地の埋立て等に着手した日から３月ごとの各期間

ごとに、土壌調査及び展開検査を実施し、当該各期間の経過後１月以内にその

結果を報告すること。 

（イ） 当該報告書の提出がなければ、土地の埋立て等を再開することはできない。 

（ウ） 土地の埋立て等を再開する場合は、遅滞なく、土地の埋立て等再開届を提

出すること。土壌調査及び展開検査の期間（３月）は新たに再開日の翌日から

起算される。 
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（10） 地位の承継の届出 

土地の埋立て等の許可を受けた者の地位を承継した場合は、３０日以内に許可

を受けた土地の埋立て等地位承継届（第１５号様式）を２部提出すること。 

地位承継届には、承継の事実を証する書類及び誓約書（第５号様式）を添付す

ること。 

 

（11） 関係書類の保存 

許可を受けた日から、完了（廃止）届出又は許可取消しの日から５年を経過す

る日まで、条例に基づき提出した書類の写し及び帳簿を保存すること。 
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別表１ 
事前協議書及び許可申請書に添付する書類一覧 

（代理申請の場合は委任状を添付すること。） 

「○」：必要 

「※」：変更があれば必要 
 

番

号 

添付書類 

新 
 
 

 

規 

埋

立

目

的 

埋

立

面

積 

埋

立

期

間 

発

生

者 

発

生

場

所 

使

用

数

量 

環

境

保

全

計

画 

1 埋立て等区域の位置図 〇 － － － － － － － 

2 印鑑登録証明書（法人の場合は、印鑑証明書及び法

人の登記事項証明書)〔３箇月以内〕 
〇 － － － 〇 － － － 

3 埋立て等区域の土地の登記事項証明書〔３箇月以内〕

※ 二筆以上の土地にまたがる場合には、地権者名、

地番及び面積を記載した一覧を添付する。 

〇 － ○ － － － － － 

4 所有権を有しない場合は、土地使用権原を証する書類 〇 － ○ － － － － － 

5 不動産登記法第１４条第１項に規定する地図又は同

条第４項に規定する図面の写し 
〇 － ○ － － － － － 

6 土地の埋立て等に用いる土砂等搬入計画（第２号様式） 〇 ※ ※ ○ ○ ○ ○ ※ 

7 発生者が発行する土砂等発生元証明書（第３号様式)  〇 － － ○ ○ ○ ○ ※ 

8 土砂等の発生から処分までの処理工程図 〇 ※ ※ ※ ○ ○ ※ ※ 

9 埋立て等区域の現況図及び求積図 〇 － ○ － － － ○ ※ 

10 埋立て等区域の計画平面図及び計画断面図 〇 － ○ － － － ○ ※ 

11 土砂等の発生の場所に係る位置図、現況図及び求積図 〇 － － － － ○ ※ － 

12 土地の埋立て等に用いる土砂等の予定数量計算書 〇 － － － － － ※ － 

13 土砂等の発生の場所において土壌調査の試料として

土砂等を採取した地点の位置図及び当該地点の写真 
〇 － － － － ○ － － 

14 試料ごとの土壌調査試料採取報告書（第４号様式） 〇 － － － － ○ － － 

15 計量法に基づき登録された濃度に係る計量士が発行

した土壌分析結果を証する書類（測定方法を明示し

たものに限る。） 

〇 － － － － ○ － － 

16 暴力団員等に該当しない旨の誓約書（第５号様式） 〇 － － － － － － － 

17 他法令等に基づく許認可等を要するものである場合

は、許認可等を受けたことを証する書類 
〇 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 

18 その他必要と認める書類         

 変   更 
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別表２ 

事前協議書及び許可申請書のとじ方 

別表１に 

おける番号 

提出書類（部数） 

 

正 

(１部) 

副 

(１部) 

 ～  事前協議書又は許可申請書（変更許可申請書） ○ ○ 

1 埋立て等区域の位置図 ○ △ 

2 印鑑登録証明書（法人の場合は、印鑑証明書及び法人の登記事項証

明書)〔３箇月以内〕 
○※ △ 

3 埋立て等区域の土地の登記事項証明書〔３箇月以内〕 ○※ △ 

4 所有権を有しない場合は、土地使用権原を証する書類 ○※ △ 

5 不動産登記法第１４条第１項に規定する地図又は同条第４項に規定

する図面の写し 
○※ △ 

6 土地の埋立て等に用いる土砂等搬入計画（第２号様式） ○ △ 

7 発生者が発行する土砂等発生元証明書（第３号様式) ○ △ 

8 土砂等の発生から処分までの処理工程図 〇 △ 

9 埋立て等区域の現況図及び求積図 〇 △ 

10 埋立て等区域の計画平面図及び計画断面図 〇 △ 

11 土砂等の発生の場所に係る位置図、現況図及び求積図 〇 △ 

12 土地の埋立て等に用いる土砂等の予定数量計算書 〇 △ 

13 土砂等の発生の場所において土壌調査の試料として土砂等を採取し

た地点の位置図及び当該地点の写真 
〇 △ 

14 試料ごとの土壌調査試料採取報告書（第４号様式） ○ △ 

15 計量法に基づき登録された濃度に係る計量士が発行した土壌分析結

果を証する書類（測定方法を明示したものに限る。） 
〇 △ 

16 暴力団員等に該当しない旨の誓約書（第５号様式） 〇 △ 

17 他法令等に基づく許認可等を要するものである場合は、許認可等を

受けたことを証する書類 
△ 〇 

18 その他必要と認める書類   

注１ ○印は原本を、△印はコピー（写真についてはカラーコピー）を添付してください。 

   「※」：原本と照合できる場合のみ、複写を提出することができる。 

注２ とじる順番は、表の上から下の順番としてください。 

注３ 変更許可の場合、表中の書類のうち変更内容に関する書類（別表１のとおり）を提出して

ください。 
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（別図） 

土壌調査に用いる試料の採取方法 

 

１ 調査区域数 
土壌調査に用いる試料の採取は、下記の方法で行ってください。 

 （１） 許可申請時 
    許可申請時の土壌調査については、発生場所の面積が３，０００平方メート

ル以内の場合には、発生場所全体を調査区域とし、発生場所の面積が３，００

０平方メートルを超える場合は、発生場所を３，０００平方メートル以内に等

分した区域を調査区域として行ってください。 
 （２） 許可後 
    土地の埋立て等着手後、３箇月の期間ごとに行う土壌調査については、次表

に掲げる埋立て等区域の面積の区分に応じ、埋立て等区域をそれぞれ表中の数

以上に等分して行ってください。 

 
２ 試料採取地点の考え方 
・ 採取した土砂等は、等分した区域ごとに混合し、それぞれの区域ごとに１試料

として、試料の計量は、規則別表に定める方法により行ってください。 
・ 採取深度に係る規定はありません。調査区域内を代表する深度から採取してく

ださい。なお、計量法に基づく登録を受けた環境計量証明事業者の名簿は、京都

府計量検定所のホームページ等を参考に御覧ください。 
・ 試料採取地点は、以下に示す（１）か（２）のいずれかに場合分けをしたうえで、

それぞれの方法に従い決定することとします。試料採取地点が規定のとおり取れ

ない場合は相談してください。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

埋立て等区域の面積  区域数  埋立て等区域の面積  区域数 
 １ha 未満  ２  ６ha 以上７ha 未満  ８ 
 １ha 以上２ha 未満  ３  ７ha 以上８ha 未満  ９ 
 ２ha 以上３ha 未満  ４  ８ha 以上９ha 未満  １０ 
 ３ha 以上４ha 未満  ５  ９ha 以上１０ha 未満  １１ 
 ４ha 以上５ha 未満  ６  １０ha 以上  １２ 
 ５ha 以上６ha 未満  ７   



１８ 

  （１） 標準的な場合 
      試料とする土砂等の採取は、調査区域の中央の地点及び当該中央の地点を  

交点とし、直角に交わる２直線上の当該中央の地点から５～１０メートルま

での４地点の土壌について行い、それぞれの採取地点において等量としてく

ださい。（具体的には下図のとおり） 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 中央の地点と調査区域の境界までの距離が５ｍ未満である場合 

     試料とする土砂等の採取は、調査区域の中央の地点及び当該中央の地点を

交点とし、直角に交わる２直線上の当該中央の地点と当該区域の境界との中

間の４地点の土壌について行い、それぞれの採取地点において等量としてく

ださい。（具体的には下図のとおり） 
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第３章 許 可 の 基 準 

 

条例の許可を受けるに当たっては、次の全ての条件を満たす必要があります。 

１ 土地の埋立て等に用いる土砂等が埋立基準に適合していること。 
２ 土地の埋立て等区域の周辺地域の生活環境の保全のための基準（管理体制等）

に適合していること。 
  

土地の埋立て等に用いる土砂等は、次表の項目ごとに、同表の測定方法により

測定した値が、基準値を満たすものであること。 

 

項  目 基   準   値 測   定   方   法 

カ ド ミ ウ ム 検液１リットルにつき０．

００３ミリグラム以下 

日本産業規格（以下「規格」という。）

Ｋ０１０２ ５５．２，５５．３又は

５５．４に定める方法 

全 シ ア ン 検液中に検出されないこ

と。 

規格Ｋ０１０２ ３８に定める方法

（３８．１．１及び３８備考１１に定

める方法を除く。）又は水質汚濁に係

る環境基準（昭和４６年環境庁告示第

５９号。以下「昭和４６年環境庁告示

第５９号」という。）付表１に掲げる方

法 

有 機 り ん 検液中に検出されないこ

と。 

排水基準を定める省令の規定に基づ

く環境大臣が定める排水基準に係る

検定方法（昭和４９年環境庁告示第６

４号。以下「昭和４９年環境庁告示第

６４号」という。）付表１に掲げる方法

又は規格Ｋ０１０２ ３１．１に定め

る方法のうちガスクロマトグラフ法

以外のもの（メチルジメトンにあって

は、昭和４９年環境庁告示第６４号付

表２に掲げる方法） 

鉛 検液１リットルにつき０．

０１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１０２ ５４に定める方法 

１ 埋立基準（条例第８条第１項、規則第３条） 



２０ 
 

六 価 ク ロ ム 検液１リットルにつき０．

０５ミリグラム以下 

規格Ｋ０１０２ ６５．２（６５．２．

７を除く。）に定める方法（６５．２．

６に定める方法により塩分の濃度の

高い試料を測定する場合にあっては、

規格Ｋ０１７０－７ ７のａ）又は

ｂ）に定める操作を行うものとする。） 

ひ 素 検液１リットルにつき０．

０１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１０２ ６１に定める方法 

総 水 銀 検液１リットルにつき０． 昭和４６年環境庁告示第５９号付表 

 ０００５ミリグラム以下 ２に掲げる方法 

アルキル水銀 検液中に検出されないこ

と。 

昭和４６年環境庁告示第５９号付表

３及び昭和４９年環境庁告示第６４

号付表３に掲げる方法 

Ｐ Ｃ Ｂ 検液中に検出されないこ

と。 

昭和４６年環境庁告示第５９号付表

４に掲げる方法 

ジクロロメタ

ン 
検液１リットルにつき０．

０２ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２又は

５．３．２に定める方法 

四 塩 化 炭 素 検液１リットルにつき０．

００２ミリグラム以下 

 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５．

３．１、５．４．１又は５．５に定め

る方法 

クロロエチレ

ン（別名塩化

ビニル又は塩

化ビニルモノ

マー） 

検液１リットルにつき０．

００２ミリグラム以下 

地下水の水質汚濁に係る環境基準に

ついて（平成９年環境庁告示第１０

号）付表に掲げる方法 

１、２－ジク

ロロエタン 

検液１リットルにつき０．

００４ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５．

３．１又は５．３．２に定める方法 

１、１－ジク

ロロエチレン 

検液１リットルにつき０．

１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２又は

５．３．２に定める方法 

１、２－ジク

ロロエチレン 

検液１リットルにつき０．

０４ミリグラム以下 

シス体にあっては規格Ｋ０１２５ 

５．１、５．２又は５．３．２に定

める方法、トランス体にあっては規

格Ｋ０１２５ ５．１、５．２又は

５．３．１に定める方法 

 



２１ 
 

１、１、１－ト

リクロロエタ 

検液１リットルにつき１

ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５．

３．１、５．４．１又は５．５に定め 

ン  る方法 

１、１、２－ト 検液１リットルにつき０． 規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５． 

リクロロエタ

ン 

００６ミリグラム以下 ３．１、５．４．１又は５．５に定め

る方法 

トリクロロエ

チレン 

検液１リットルにつき０．

０１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５．

３．１、５．４．１又は５．５に定め

る方法 

 

テトラクロロ

エチレン 

検液１リットルにつき０．

０１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５．

３．１、５．４．１又は５．５に定め

る方法 

１、３－ジク

ロロプロペン 

 

 

検液１リットルにつき０．

００２ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２、５．

３．１に定める方法 

チ ウ ラ ム 検液１リットルにつき０．

００６ミリグラム以下 

昭和４６年環境庁告示第５９号付表

５に掲げる方法 

シ マ ジ ン 検液１リットルにつき０．

００３ミリグラム以下 

昭和４６年環境庁告示第５９号付表

６第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカル

ブ 

検液１リットルにつき０．

０２ミリグラム以下 

昭和４６年環境庁告示第５９号付表

６第１又は第２に掲げる方法 

ベ ン ゼ ン 検液１リットルにつき０．

０１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２又は

５．３．２に定める方法 

セ レ ン 検液１リットルにつき０．

０１ミリグラム以下 

規格Ｋ０１０２ ６７．２、６７．３

又は６７．４に定める方法 

ふ っ 素 検液１リットルにつき０．

８ミリグラム以下 

規格Ｋ０１０２ ３４．１（３４備考

１を除く。）若しくは３４．４（妨害と

なる物質としてハロゲン化合物又は

ハロゲン化水素が多量に含まれる試

料を測定する場合にあっては、蒸留試

薬溶液として、水約２００ミリリット

ルに硫酸１０ミリリットル、りん酸６

０ミリリットル及び塩化ナトリウム

１０グラムを溶かした溶液とグリセ 

  リン２５０ミリリットルを混合し、水

を加えて１，０００ミリリットルとし



２２ 
 

たものを用い、規格Ｋ０１７０－６ 

６の図２の注記のアルミニウム溶液

のラインを追加する。）に定める方法

又は昭和４６年環境庁告示第５９号

付表７に掲げる方法（懸濁物質及びイ

オンクロマトグラフ法で妨害となる

物質がいずれも共存しないことを確

認しなかった試料を測定する場合に

あっては、規格Ｋ０１０２ ３４．１．

１ｃ）に定める操作（３４．１．１ｃ）

の注⑵の規定により蒸留が終わった

後に留出液に硫酸を滴加する操作を

行うこと及び３４備考１に定める操

作を除く。）を行うものとする。） 

ほ う 素 検液１リットルにつき１

ミリグラム以下 

規格Ｋ０１０２ ４７．１、４７．３

又は４７．４に定める方法 

１、４－ジオ

キサン 

検液１リットルにつき０．

０５ミリグラム以下 

昭和４６年環境庁告示第５９号付表

８に掲げる方法 

備考１ 検液は、土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第４６
号）付表に従って作成するものとする。 

２ 基準値の欄中「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる
方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回る
ことをいう。 

 ３ 有機りんとは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰ
Ｎをいう。 

  ４ １、２－ジクロロエチレンの濃度は、規格Ｋ０１２５ ５．１、５．２又
は５．３．２により測定されたシス体の濃度と規格Ｋ０１２５ ５．１、５．
２又は５．３．１により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

土地の埋立て等を行う区域の周辺地域の生活環境の保全に関する計画が次の基

準を満たすものであること。 

（１） 施工管理者が常駐していること。 

（２） 土地の埋立て等の施工中の事故に係る関係者及び関係行政機関との連絡体制

を整備するとともに、その内容を作業従事者等に十分周知徹底すること。 

（３） 埋立て等区域に、人がみだりに立ち入ることを防止するための柵等を設け、

当該柵等は、埋立て等区域内を容易に目視することができる構造とすること。 

（４） 埋立て等区域への出入口は、原則として１箇所とし、作業終了後は、施錠す

ること。 

２ 周辺地域の生活環境の保全のための基準（条例第１１条第１項第２号、規則

第９条）   



２３ 

（５） 土砂等の搬出入に伴う土砂等の飛散を防止するための措置を講じること。 

（６） 他の交通に支障を生じさせないように努めるとともに、支障を生じると予想

される場合においては、交通誘導員の配置や安全施設の設置等の措置を講じる

こと。 

  



２４ 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様 式 集 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



２５ 

第１号様式 

土地の埋立て等許可申請書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

申請者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１０条第１項の規定による土地の埋立

て等の許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

土地の埋立て等の目的 

 

 

 

埋 立 て 等 区 域 の 

位 置 及 び 面 積 
位置 

 

 

 

面積     ㎡ 

土 地 の 埋 立 て 等 を 

行 う 期 間 
令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

土地の埋立て等に用いる 

土砂等を発生させる者 

及 び 発 生 の 場 所 

 

 

 

土地の埋立て等に用いる 

土 砂 等 の 数 量 
    ｍ3 

埋立て等区域の周辺の地 

域 の 生 活 環 境 の 保 全 

に 関 す る 計 画 

 

 

 

施工管理者の氏名及び 

連 絡 先 

 

 

周 辺 の 住 民 へ の 

周 知 の 方 法 

 

 

 

注 「埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画」の欄に記入しきれない場合には、

「別紙のとおり」と記載し、計画書を添付してください。 

 

 



２６ 

第２号様式 

土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入計画 

 

発生元事業者名 

搬  入  計  画 

予定量 

（ｍ3） 

最大日量 

（ｍ3） 
搬入期間 搬入時間 

 

発  生  場  所 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

合    計      



２７ 

第３号様式 

土砂等発生元証明書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

土砂等の発生者の住所（法人にあっては、主たる

事務所の所在地） 

 

 

 

 

土砂等の発生者の氏名（法人にあっては、名称及

び代表者名、記名押印又は署名） 

 

                    印 

連絡先 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１０条第１項又は第１４条第１項の規

定による土地の埋立て等の許可を受けようとする土地の埋立て等に用いる土砂等は、次の場所から発

生するものであること、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄物ではない

ことを証明します。 

事 業 名 

 

 

 

事 業 場 所 

 

 

 

事 業 発 注 者 

 

 

 

事 業 期 間 

 

令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

 

事 業 に 係 る 

土 砂 等 の 発 生 量 
     ｍ3（うち処分契約量     ｍ3 ） 

今回の証明に係る 

土 砂 等 の 発 生 量 
         ｍ3 

発 生 土 砂 等 の 

運 搬 者 

 

 

 

発 生 土 砂 等 の 

最 終 処 分 者 

 

 

 

注 「発生土砂等の運搬者」及び「発生土砂等の最終処分者」の欄には、氏名及び住所（法人にあって

は、名称、代表者名及び主たる事務所の所在地）を記載してください。



２８ 

第４号様式 

土壌調査試料採取報告書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

報告者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

報告者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

次のとおり土壌の調査の試料を採取したので報告します。 

検 体 番 号 

 

 

 

採 取 者 

 

 

 

採 取 年 月 日 

 

 

 

採 取 場 所 

 

 

（別添採取位置図のとおり） 

採 取 日 の 天 候 

 

 

 

採 取 深 度 

 

 

 

注 「検体番号」の欄には、この報告書に係る土壌分析結果証明書に記載された検体番号を記載してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 



２９ 

第５号様式 

誓 約 書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

申請者（届出者）の住所（法人にあっては、主た

る事務所の所在地） 

 

 

 

申請者（届出者）の氏名（法人にあっては、名称

及び代表者名、記名押印又は署名） 

 

        印 

連絡先  

 

 

申請者（届出者）が京都市暴力団排除条例第２条第４号に掲げる暴力団員等に該当しないことを

誓約します。 

申請者（届出者）並びにその役員及び使用人名簿 

氏名（漢字） 氏名（ふりがな） 役職名・呼称 生年月日 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

注１ 申請者（届出者）が個人の場合は、申請者（届出者）本人及び京都市暴力団排除条例第２条第４

号ウに規定する使用人について記載してください。 

 ２ 申請者（届出者）が法人の場合は、京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使

用人について記載してください。 



３０ 

第６号様式 

土地の埋立て等変更許可申請書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

申請者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

申請者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１４条第１項の規定による変更の許可

を受けたいので、次のとおり申請します。 

許 可 年 月 日 令和  年  月  日 

許 可 番 号  

 

変更事項 変更の概要 変更の理由 

土地の埋立て等

の 目 的 

変更後 

 

 

 

変更前 

 

 

埋立て等区域の 

面 積 

変更後 

㎡ 

 

変更前 

㎡ 

土地の埋立て等

を 行 う 期 間 

変更後 

令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

変更前 

令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

土地の埋立て等

に用いる土砂等

を発生させる者 

及び発生の場所 

変更後 

 

 

 

変更前 

 

 



３１ 

土地の埋立て等

に用いる土砂等 

の 数 量 

変更後 

ｍ3 

 

変更前 

ｍ3 

埋立て等区域の

周辺の地域の 

生活環境の保全 

に関する計画 

変更後 

 

 

 

変更前 

 

 

注１ 京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第８条第２項各号に掲げる書

類のうち、当該許可により変更しようとする事項に関する書類を添付してください。 

 ２ 変更のない事項については、空欄のままとしてください。欄内に記入しきれない場合には、「別

紙のとおり」と記載し、書類を添付してください。 

 

変更前の許可内容 

土地の埋立て等の目的 

 

 

 

埋 立 て 等 区 域 の 

位 置 及 び 面 積 
位置 

 

 

 

面積     ㎡ 

土 地 の 埋 立 て 等 を 

行 う 期 間 
令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

土地の埋立て等に用いる 

土砂等を発生させる者 

及 び 発 生 の 場 所 

 

 

 

土地の埋立て等に用いる 

土 砂 等 の 数 量 
    ｍ3 



３２ 

第７号様式 

土地の埋立て等変更届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

土地の埋立て等に係る事項を変更したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する

条例第１４条第３項の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

変 更 の 内 容 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

注 法人の名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地の変更の場合には、法人の登記事項証明書を

添付してください。 



３３ 

第８号様式 

土地の埋立て等着手届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

土地の埋立て等に着手したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１５条

の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

着 手 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

 

 



３４ 

第９号様式 

展開検査報告書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

報告者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

報告者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

展開検査の結果について、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１６条第２

項の規定により次のとおり報告します。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

対 象 期 間 

 

令和  年  月  日から 令和  年  月  日 

 

期 間 中 の 搬 入 車 両 数 

 

 

 

展 開 検 査 の 結 果 

 □異常なし □異常あり 

 

 

 

 

 

 

 

検 査 者 氏 名 

 

 

 

注 「展開検査の結果」の欄には、該当項目の□にレ印を付けるとともに、異常ありの場合には、同欄

に当該異常の内容及びこれに対して講じた措置の内容を記載してください。

 



３５ 
 

第１０号様式 

 

 

土地の埋立て等施工管理台帳 

（１面） 
 

 

土 地 の 埋 立 て 等 の 

許 可 を 受 け た 者 

 

 

 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

 

 



３６ 

第１０号様式                           （２面） 

令和  年  月  日（ ） 

 

作成者氏名             

 搬入時刻 
自動車登録番号 

又は車両番号 
搬入者 運転者 

搬入数量 

（ｍ3） 
土砂等の積込み場所 

展開検査の 

結果 

１        

２        

３        

４        

５        

６        

７        

８        

９        

10        

11        

12        

13        

14        

15        

 



３７ 

第１１号様式 

土地の埋立て等完了届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

土地の埋立て等を完了したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第２２

条第１項の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

完 了 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

 

 



３８ 

第１２号様式 

土地の埋立て等廃止届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

土地の埋立て等を廃止したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第２２

条第１項の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

廃 止 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

 

 



３９ 

第１３号様式 

土地の埋立て等休止届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

土地の埋立て等を休止したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第２２

条第１項の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

休 止 期 間 

 

令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

 

 

 



４０ 

第１４号様式 

土地の埋立て等再開届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

土地の埋立て等を再開したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第２２

条第１項の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

休 止 期 間 

 

令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

 

再 開 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

 

 



 
４１ 

第１５号様式 

土地の埋立て等地位承継届 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

許可を受けた者の地位を承継したので、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

第２３条第２項の規定により次のとおり届け出ます。 

許 可 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

許 可 番 号 

 

 

 

承 継 前 の 許 可 を 

受 け た 者 

 

 

 

承 継 の 理 由 

 

 

 

承 継 年 月 日 

 

令和  年  月  日 

 

注１ 「承継前の許可を受けた者」の欄には、氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者名及び主

たる事務所の所在地）を記載してください。 

２ 承継の事実を証する書類及び暴力団員等に該当しない旨の誓約書（第５号様式）を添付してくだ

さい。 

 



４２ 

第１６号様式 

土地の埋立て等事前協議書 

（あて先） 

京都市環境政策局環境企画部環境保全創造課 
令和  年  月  日 

計画者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

計画者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１０条第１項の規定よる許可を受けた

いので、関係書類を添えて事前協議書を提出します。 

土地の埋立て等の目的 

 

 

 

埋 立 て 等 区 域 の 

位 置 及 び 面 積 
位置 

 

 

 

面積     ㎡ 

土 地 の 埋 立 て 等 を 

行 う 期 間 
令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

土地の埋立て等に用いる 

土砂等を発生させる者 

及 び 発 生 の 場 所 

 

 

 

土地の埋立て等に用いる 

土 砂 等 の 数 量 
    ｍ3 

埋立て等区域の周辺の地 

域 の 生 活 環 境 の 保 全 

に 関 す る 計 画 

 

 

 

施工管理者の氏名及び 

連 絡 先 

 

 

周 辺 の 住 民 へ の 

周 知 の 方 法 

 

 

 

注 欄内に記入しきれない場合には、「別紙のとおり」と記載し、書類を添付してください。 



４３ 

第１７号様式 

土地の埋立て等事前協議書（変更） 

（あて先） 

京都市環境政策局環境企画部環境保全創造課 
令和  年  月  日 

計画者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

 

 

 

計画者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

 

                     

連絡先 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１４条第１項の規定よる許可（変更許

可）を受けたいので、関係書類を添えて事前協議書を提出します。 

許 可 年 月 日 令和  年  月  日 

許 可 番 号  

 

変更事項 変更の概要 変更の理由 

土地の埋立て等

の 目 的 

変更後 

 

 

 

変更前 

 

 

埋立て等区域の 

面 積 

変更後 

㎡ 

 

変更前 

㎡ 

土地の埋立て等

を 行 う 期 間 

変更後 

令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

変更前 

令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

土地の埋立て等

に用いる土砂等

を発生させる者 

及び発生の場所 

変更後 

 

 

 

変更前 

 

 



４４ 

土地の埋立て等

に用いる土砂等 

の 数 量 

変更後 

ｍ3 

 

変更前 

ｍ3 

埋立て等区域の

周辺の地域の 

生活環境の保全 

に関する計画 

変更後 

 

 

 

変更前 

 

 

注 変更のない事項については、空欄のままとしてください。欄内に記入しきれない場合には、「別紙

のとおり」と記載し、書類を添付してください。 

 

変更前の許可内容 

土地の埋立て等の目的 

 

 

 

埋 立 て 等 区 域 の 

位 置 及 び 面 積 
位置 

 

 

 

面積     ㎡ 

土 地 の 埋 立 て 等 を 

行 う 期 間 
令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

土地の埋立て等に用いる 

土砂等を発生させる者 

及 び 発 生 の 場 所 

 

 

 

土地の埋立て等に用いる 

土 砂 等 の 数 量 
    ｍ3 

 

  



４５ 

第１８号様式 

土地所有者等の同意書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

同意者の住所（法人にあっては、主たる事務所

の所在地） 

 

 

 

同意者の氏名（法人にあっては、名称及び代表

者名、記名押印又は署名） 

 

        印 

 

 

 

次の物件について、京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１０条第１項又は第

１４条第１項の規定により、土地の埋立て等を行うことに同意します。 

所  在  地 地 番 地 目 権  利  の  種  類 備 考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

注１ 権利の種類の欄には、所有権、賃借権、地上権、抵当権その他土砂等による土地の埋立て等の妨

げとなる権利を記入してください。 

２ 同意者の印鑑登録証明書（同意者が法人の場合は、印鑑証明書及び法人の登記事項証明書）を１

部添付してください。 

 



４６ 

 

 

 

 

 

 

記 載 例



４７ 

第１号様式 

土地の埋立て等許可申請書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

申請者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

〇〇府・県〇〇市○○町○○番地 

 

 

 

申請者の氏名（法人にあっては、名称、代表者名、

記名又は署名） 

○○株式会社 

代表取締役  京都 太郎         

連絡先 ○○○－○○○－○○○ 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１０条第１項の規定による土地の埋立

て等の許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

土地の埋立て等の目的 

 

宅地開発のための盛土 

 

埋 立 て 等 区 域 の 

位 置 及 び 面 積 
位置 

京都市○○区○○町○○番地 

 
面積 ５、０００㎡ 

土 地 の 埋 立 て 等 を 

行 う 期 間 
令和○○年○○月○○日 から 令和○○年○○月○○日 まで 

土地の埋立て等に用いる 

土砂等を発生させる者 

及 び 発 生 の 場 所 

Ａ建設株式会社、〇〇府・県Ａ市○○町○○番地（Ａ団地造成工事） 

株式会社Ｂ工務店、〇〇府・県Ｂ市○○町○○番地（市道Ｂ線改良工事） 

土地の埋立て等に用いる 

土 砂 等 の 数 量 
１０，０００ｍ3 

埋立て等区域の周辺の地 

域 の 生 活 環 境 の 保 全 

に 関 す る 計 画 

別紙「埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画書」

のとおり 

 

施工管理者の氏名及び 

連 絡 先 

管理部長  京都 次郎 

 

周 辺 の 住 民 へ の 

周 知 の 方 法 

令和○○年○○月○○日 ○○自治会周知ビラ配布 

 令和○○年○○月○○日 住民説明会開催 

 

注 「埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画」の欄に記入しきれない場合には、

「別紙のとおり」と記載し、計画書を添付してください。 

 

  



４８ 

（添付書類） 

１ 埋立て等区域の位置図 

２ 印鑑登録証明書（申請者が法人の場合にあっては、印鑑証明書及び法人の登記事項証明書） 

３ 埋立て等区域の土地の登記事項証明書及び不動産登記法第１４条第１項に規定する地図又は同条

第４項に規定する図面の写し 

４ 申請者が埋立て等区域内の土地の所有権を有しない場合については、土地を使用する権原を証す

る書面 

５ 土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入計画（第２号様式） 

６ 土砂等の発生者が発行する土砂等発生元証明書（第３号様式） 

７ 土砂等の発生から処分までの処理工程図 

８ 埋立て等区域の現況図及び求積図 

９ 埋立て等区域の計画平面図及び計画断面図 

10 土地の埋立て等に用いる土砂等の発生の場所に係る位置を示す図面、現況図及び求積図 

11 土地の埋立て等に用いる土砂等の予定数量計算書 

12 土地の埋立て等に用いる土砂等の発生の場所において土壌の調査の試料として土砂等を採取した

地点の位置を示す図面及び当該地点の写真並びに試料ごとの土壌調査試料採取報告書（第４号様式）

及び土壌分析結果証明書 

13 他の法令等に基づく許認可等を要するものである場合については、土地の埋立て等が当該他の法

令等に基づく許認可等を受けたことを証する書類 

14 暴力団員等に該当しない旨の誓約書（第５号様式） 

15 １から 14 までに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

  



４９ 

埋立て等区域の周辺の地域の生活環境の保全に関する計画書 

 
１ 埋立て等の施工中には、施工管理者を現場に常駐させる。 

２ 土地の埋立て等の施工中の事故に係る関係者及び関係行政機関との連絡体

制を整備するとともに、その内容を作業従事者等に十分周知徹底する。 

 
連絡体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ 埋立て等区域に、人がみだりに立ち入ることを防止するためのネットフェ

ンス（高さ１．８メートル）を設ける。 

４ 埋立て等区域への出入口は、１箇所とし、作業終了後は施錠する。 

５ 土砂等の搬出入に伴う埋立て等区域からの土砂等の流出等を防止するため、

定期的に散水するとともに、道路側境界に側溝を設ける。 

６ 出入り口にミラーを設置し、車両搬入時間帯に交通誘導員を配置する。 

事故発生 

施工管理者 
℡：  －  －   

統括責任者 
℡：  －  －   

土砂発生者 
℡：  －  －   

土砂運搬者 
℡：  －  －   

〇〇〇〇 
℡：  －  －   

〇〇〇〇 
℡：  －  －   

〇〇病院 
℡：  －  －   

環境保全創造課 
℡：  －  －   

〇〇土木事務所 
℡：  －  －   

〇〇警察署 
℡：  －  －   

〇〇消防署 
℡：  －  －   



５０ 

第２号様式 

土地の埋立て等に用いる土砂等の搬入計画 

 

発生元事業者名 

搬  入  計  画 

予定量 

（ｍ3） 

最大日量 

（ｍ3） 
搬入期間 搬入時間 

 

発  生  場  所 

 

Ａ建設株式会社 ６，０００ １００ Ｒ〇〇.〇〇.〇〇 

～ 

Ｒ〇〇.〇〇.〇〇 

１０:００ 

～ 

１５:００ 

〇〇府・県Ａ市〇〇町○○番地（Ａ団地造成工事） 

 

 

株式会社Ｂ工務店 ４，０００ ２００ Ｒ〇〇.〇〇.〇〇 

～ 

Ｒ〇〇.〇〇.〇〇 

９:００ 

～ 

１７:００ 

〇〇府・県Ｂ市〇〇町〇〇番地（市道Ｂ線改良工事） 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

合    計 １０，０００     



５１ 

第３号様式 

土砂等発生元証明書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

土砂等の発生者の住所（法人にあっては、主たる

事務所の所在地） 

〇〇府・県〇〇市○○町○○番地 

 

 

 

土砂等の発生者の氏名（法人にあっては、名称及

び代表者名、記名押印又は署名） 

Ａ建設株式会社 

代表取締役  京都 三郎        印 

連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第１０条第１項又は第１４条第１項の規

定による土地の埋立て等の許可を受けようとする土地の埋立て等に用いる土砂等は、次の場所から

発生するものであること、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄物では

ないことを証明します。 

（土砂等が発生する） 

事 業 名 

 

Ａ団地造成工事 

 

事 業 場 所 

（土砂等の発生場所） 

 

〇〇府・県Ａ市〇〇町○○番地 

 

（土砂等を発生さ

せる事業の）発注者 

 

Ａ開発株式会社 

 

事 業 期 間 

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 から 令和〇〇年〇〇月〇〇日 まで 

 

事 業 に 係 る 

土 砂 等 の 発 生 量 
７，５００ｍ3（うち処分契約量 ６，０００ｍ3 ） 

今回の証明に係る 

土 砂 等 の 発 生 量 
  ６，０００ｍ3 

発 生 土 砂 等 の 

運 搬 者 

〇〇府・県〇〇市○○町○○番地 

 Ａ運輸株式会社 

代表取締役  京都 四郎 

発 生 土 砂 等 の 

最 終 処 分 者 

〇〇府・県〇〇市〇〇町○○番地 

○○株式会社 

代表取締役  京都 太郎 

注 「発生土砂等の運搬者」及び「発生土砂等の最終処分者」の欄には、氏名及び住所（法人にあって

は、名称、代表者名及び主たる事務所の所在地）を記載してください。 



５２ 

土砂等の発生から処分までの処理工程図 

 

発生 運搬 埋立て等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

名称：Ａ団地造成工事 
場所：〇〇府・県Ａ市〇〇町○○

番地 

 
発注者：Ａ開発株式会社 
元請業者：Ａ建設株式会社 

埋立て等を行う者： 

○○株式会社 

 
目的：宅地開発のための盛土 

 
場所：京都市○○区○○町 

○○番地 

 
施工業者：株式会社○○産業 

名称：市道Ｂ線改良工事 
場所：〇〇府・県Ｂ市〇〇町○○

番地 

 
発注者：京都市○○土木事務所 

元請業者：株式会社Ｂ工務店 

Ａ運輸株式会社 

株式会社Ｂロジスティクス 



５３ 

予 定 数 量 計 算 書 

測点 

断面（㎡） 平均断面（㎡） 
距離 

（ｍ） 

切土量 

（ｍ3） 

盛土量 

（ｍ3） 
切土 盛土 切土 盛土 

№１ 0 0           

№２ 0 8 0 4 5 0 20 

№３ 0 52 0 30 5 0 150 

№４ 10 60 5 56 10 50 560 

№５ 14 54 12 57 20 240 1，140 

№６ 0 66 7 60 20 140 1，200 

№７ 0 66 0 66 20 0 1，320 

№８ 0 64 0 65 20 0 1，300 

№９ 0 62 0 63 20 0 1，260 

№10 0 62 0 62 20 0 1，240 

№11 0 52 0 57 20 0 1，140 

№12 4 40 2 46 20 40 920 

№13 4 30 4 35 5 20 175 

№14 0 0 2 15 5 10 75 

№15 0 0 0 0 10 0 0 

合計         200 500 10，500 



５４ 

 

 

予定数量計算測点図面

No.１

No.２

No.３

No.４

No.５ No.６ No.７ No.８ No.９ No.10 No.11 No.12

No.13

No.14

No.15

事業地

埋立地



５６ 

第４号様式（報告書）は、調査区域ごとに作成してください。 
 
第４号様式 

土壌調査試料採取報告書 
（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

報告者の住所（法人にあっては、主たる事務所

の所在地） 

 

○○県○○市○○町○○番地 

 

 

報告者の氏名（法人にあっては、名称及び代表

者名、記名又は署名） 

A 建設株式会社 

代表取締役  京都 三郎       

連絡先 ○○○－○○○－○○○○ 

 

 

次のとおり土壌の調査の試料を採取したので報告します。 

検 体 番 号 

 

第○○号 

 

採 取 者 

 

株式会社 C 研究所○○課主任 京都 五郎 

 

採 取 年 月 日 

 

令和○○年○○月○○日 

 

採 取 場 所 

 

京都市○○区○○町○○番地 

（別添採取位置図のとおり） 

採 取 日 の 天 候 

 

晴れ 

 

採 取 深 度 

 

地表面から－○○センチメートル 

 

注 「検体番号」の欄には、この報告書に係る土壌分析結果証明書に記載された検体番号を記載してく

ださい。 

 

 

５５ 

記入例 

土壌分析結果証明書に記載された 

検体番号を記載してください。 



 

第５号様式 

誓 約 書 

（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

申請者（届出者）の住所（法人にあっては、主た

る事務所の所在地） 

京都市○○区〇〇町○○番地 

 

 

 

申請者（届出者）の氏名（法人にあっては、名称

及び代表者名、記名押印又は署名） 

○○株式会社 

代表取締役  京都 太郎         

連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇 

 

 

申請者（届出者）が京都市暴力団排除条例第２条第４号に掲げる暴力団員等に該当しないことを

誓約します。 

申請者（届出者）並びにその役員及び使用人名簿 

氏名（漢字） 氏名（ふりがな） 役職名・呼称 生年月日 

京都 太郎 

 

きょうと たろう 代表取締役 昭和〇〇年〇〇月〇〇日 

京都 六郎 

 

きょうと ろくろう 取締役 昭和〇〇年〇〇月〇〇日 

京都 七郎 

 

きょうと しちろう 監査役 昭和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

注１ 申請者（届出者）が個人の場合は、申請者（届出者）本人及び京都市暴力団排除条例第２条第４

号ウに規定する使用人について記載してください。 

 ２ 申請者（届出者）が法人の場合は、京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使

用人について記載してください。 
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土砂等の発生場所においての土壌の調査に関する 

必要書類の作成に当たっての留意事項 

 

 京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例（以下「条例」という。）に基づく、
許可申請の手続きに必要な書類のうち、土砂等の発生場所においての土壌の調査に関係して必要
となる書類は次の①～④のとおりです（条例施行規則第８条第２項第１３号に定める書類）。 
 

①土壌調査の試料として土砂等を採取した地点の位置を示す図面 
②土壌調査の試料として土砂等を採取した地点の写真 

 ③土砂等の採取の状況を記載した報告書 
  ④土壌分析結果証明書（計量法第１２２条第１項の規定により登録された計量士のうち濃度

に係る計量士が発行した土壌の分析結果を証する書類（測定方法を明示したものに限る。）） 
 
 

これらの書類についての留意事項等を58～62ページに示しますので、土壌の調査を行う前や
書類作成の際に参考としてください。 
 

 
条例に基づく土砂等の発生場所においての土壌の調査について、その調査内容に不備がある

場合、調査のやり直しになる可能性もあります。土壌の調査について不明点がある場合には、 
試料採取を行う前に、京都市環境政策局環境企画部環境保全創造課（☏ 075－222－3955 京都
市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 京都市役所 本庁舎１階）までご相談くだ
さい。 
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１．発生場所での試料採取地点の選定方法 

まず、書類作成の前に、土砂等の発生場所においての土壌の調査に当たっては、条例で定めら
れた方法で適切な試料採取地点の選定を行う必要があります。具体的な試料採取地点の選定方法
は以下の図のとおりです（詳細は別添資料（17～18ページ）参照）。 

土砂等の発生場所の面積が3,000㎡を超える場合は、発生場所を3,000㎡以内に等分し、等分し
た区域（調査区域）のそれぞれで試料採取を行ってください（3,000㎡以内の場合には、発生場
所全体が調査区域となります）。 

採取した土砂等は、調査区域ごとに等量ずつ混合（5点混合）し、それぞれの調査区域ごとに
１試料としてください。 
 

図 土砂等の発生場所での試料採取地点の選定方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（中央の地点と調査区域の境界までの距離が５ｍ未満である場合） 

 
 
 
 
 
 
 

試料採取に関して不明な点がある場合や、土砂等の発生場所が特殊な形状をしていること等
により条例の定められた方法での試料採取地点の選定が困難な場合は、「土砂等の発生場所の平
面図」「土砂等の発生場所の求積図」をご用意の上、事前に京都市環境保全創造課（☏ 075－
222－3955）までご相談ください。 

 

 

 

 

調査区域の中央の地点 

調査区域の中央の地点 
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２．土壌調査の試料として土砂等を採取した地点の位置を示す図面 

「１．発生場所での試料採取地点の選定方法」に基づき選定した試料採取地点を、下図のとお
り土砂等の発生場所を3,000㎡以内に等分した調査区域ごとに、平面図上にプロットしてくださ
い。また、平面図には方位、各調査区域の面積、各試料採取地点の間隔、土壌調査の試料として
土砂等を採取した地点の写真の撮影方向を併せて記載ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5 m 

7.5 m 

7.5 m 
7.5 m 

7.5 m 

7.5 m 

7.5 m 
7.5 m 

凡例 

   土砂等の発生場所 

   調査区域１（２９００㎡） 

   調査区域２（２９００㎡） 

   試料採取地点 

   写真撮影方向 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

調査区域の面積は発生場

所の面積を 3,000 ㎡以内

に等分するため、同じ面

積となります。 
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３．土壌調査の試料として土砂等を採取した地点の写真 

可能な限り、以下のように撮影した写真を添付してください。また、撮影時は黒板等に写真に関
すること（撮影日・写真の通し番号・撮影地点名・被写体の種類など）を記載してください。 
    

ア 土砂等の発生場所の全景 
    
 
 
 
 
  
                          

試料採取地点の中心点が分かるようにしてください 
 

イ 試料採取場所の全景 
 
 
 
 
 
 
 
    各試料採取地点（5地点）が入るようにしてください。 
    土砂等の発生場所の面積が3,000㎡を超える場合は、調査区域ごとに写真を撮影してく

ださい。 
 

ウ 採取した地点の各位置 
 
 
 
 
 
 
 
    各地点での試料採取の様子を撮影してください。 
 
 

 

 

 

試料採取地点 

 
黒板 
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４．土砂等の採取の状況を記載した報告書 

第４号様式（報告書）は、調査区域ごとに作成してください。 
 
第４号様式 

土壌調査試料採取報告書 
（あて先） 京 都 市 長 令和  年  月  日 

報告者の住所（法人にあっては、主たる事務所の

所在地） 

 

○○県○○市○○町○○番地 

 

 

報告者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者

名、記名又は署名） 

A 建設株式会社 

代表取締役  京都 三郎       

連絡先 ○○○－○○○－○○○○ 

 

 

次のとおり土壌の調査の試料を採取したので報告します。 

検 体 番 号 

 

第○○号 

 

採 取 者 

 

株式会社 C 研究所○○課主任 京都 五郎 

 

採 取 年 月 日 

 

令和○○年○○月○○日 

 

採 取 場 所 

 

京都市○○区○○町○○番地 

（別添採取位置図のとおり） 

採 取 日 の 天 候 

 

晴れ 

 

採 取 深 度 

 

地表面から－○○センチメートル 

 

注 「検体番号」の欄には、この報告書に係る土壌分析結果証明書に記載された検体番号を記載してく

ださい。 

 

記入例 

土壌分析結果証明書に記載された 

検体番号を記載してください。 
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５．土壌分析結果証明書 

「１．発生場所での試料採取地点の選定方法」で選定した地点で採取した試料を、調査区域ごと
に５点混合し、条例で規定されている項目ごとの測定方法による分析を計量法に基づく登録を受
けた環境計量証明事業者に依頼してください。 

また、その結果を「計量法第１２２条第１項の規定により登録された計量士のうち濃度に係る計
量士が発行した土壌の分析結果を証する書類（測定方法を明示したものに限る。）」により提出し
てください。 
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 １５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例について 

（申請・届出の手引） 

 
令和２年５月１９日 作成 

令和３年４月 １日 改訂 
令和６年４月 １日 改訂（令和６年６月６日施行） 

 

［お問い合わせ先］ 

  〇埋立基準、土壌調査、条例上の手続等に関すること(許可申請・届出提出先） 

   京都市環境政策局 環境企画部 環境保全創造課 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488（市役所本庁舎１階） 

TEL：075-222-3955 

  〇土砂への廃棄物の混入等に関すること 

   京都市環境政策局 循環型社会推進部 廃棄物指導課 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488（市役所本庁舎地下１階） 

TEL：075-222-3957 
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